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A 環境経営 

A-1 環境経営の充実 

 

《現状認識》 

企業経営においては、経済的側面に加え、社会的側面および環境的側面を含めた企業の

社会的責任が問われている。近年、建設廃棄物や石綿除去、水質汚濁、土壌汚染などに関

する問題が顕在化し、環境に関する法規制が年々強化されている。また、企業に対するステ

ークホルダーからの要請として、環境情報の開示や環境社会貢献なども求められており、企業

評価のひとつとなりつつある。 

  このような中で、建設業は、地球環境や地域環境への影響を認識し、建造物の計画・設計・

施工・改修・解体などを通じて、環境関連法規制等の順守、環境負荷の低減、環境の保全・

再生・創造、社会貢献活動などを実践し、企業の信頼性を高めていく必要がある。 

 そのためには、環境マネジメントシステム（以下ＥＭＳ）を活用し、環境活動を効率的に実践

するとともに、環境リスク管理を徹底し、その低減を図り、それらの実績を社会に公表していくこ

とが重要となる。 

 

《取組項目》 

A-1-1 環境リスクの低減 

A-1-2 ＥＭＳの導入・継続的改善および環境情報公開の促進 

A-1-3 環境社会貢献の促進 
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A-1-1 環境リスクの低減 

 

《目 的》 

会員企業は、特に施工段階における徹底した法規制等の順守、適正管理、緊急事態への

対応をおこない、自社の環境リスクを低減する。 

また、その支援策として 3 団体は法規制情報や環境リスク関連事例情報あるいはツールを

提供することで、会員企業のみならず建設業全体の環境リスクを低減することに寄与する。 

 

《実施方策》 

会員企業： 

①環境リスク低減に向けた取組み 

・チェックリストなどによる施工段階等の環境法規制等順守評価 

・従業員、協力業者等に対する環境リスク教育の実施 

【実施例】 

・ 会員各社がＥＭＳを活用し、各段階（営業段階、工事着手時、各施工段階）において、法規

制等チェックリストなどを用いて事前チェックをし、法違反を未然に防止。 

・作業所のパトロール、環境パトロール、内部監査により法順守を徹底し不備事項を指導教育。

・ 社内外の環境研修等において、従業員、協力業者の事業主、作業員等への環境リスク教育

を実施。 

・ＥＭＳにおいて環境緊急事態を工事毎に特定し訓練を行い、リスク回避を実施。 

・環境リスクに関する情報を収集し、必要に応じて環境報告書等で関連情報を公開。 

 

 3 団体： 

①環境リスク低減に向けた取組みの支援 

・環境保全法令集の監修、環境法規制等順守チェックリストの作成・提供 

・環境リスク関連情報の収集・作成・提供 

【実施内容】 

・ 平成 23 年度版『建設工事の環境法令集』を監修(2011 年 7 月発行)。 

・ 平成 24 年度版『建設工事の環境法令集』の監修に向けた、改訂内容、課題点の整理。 

・ 『環境法規制等順守チェックリスト』を法規制等の改正を受けて改訂・追加。また、㈱富士グロ

ーバルネットワークホームページ上（日建連ホームページリンク）でチェックリストを一般公開。
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A-1-2 ＥＭＳの導入・継続的改善および環境情報公開の促進 

 

《目 的》 

会員企業は、環境経営の推進に努め、環境保全への取組みを積極的に情報公開すること

により、社会に対する説明責任を果たすとともに、さまざまな利害関係者との環境コミュニケー

ションを積極的に図る。 

 

《目 標》 

環境情報公開企業数を 2012 年度までに会員企業数の 50％以上 

環境報告書等の発行、ホームページでの情報公開等の環境情報公開企業数を会員企業

の 50％以上とする。 

 

《実施方策》 

会員企業： 

①ＥＭＳの導入および継続的改善 

・未導入企業においては、ＥＭＳの導入に向けた社内の動機付けと体制の確立 

・運用中の企業においては、効果的運用に向けた会員同士の情報交換､事例研究の

実施 

・関連企業へのＥＭＳ導入に向けた支援 

【実施例】 

・ 会員各社がＥＭＳ導入を更に推進する。既に会員企業の 85％が導入。 

・ 導入企業は、より効率的な運用を目指した取り組みを継続的に推進。 

・ グループ企業等へのＥＭＳ導入および環境活動促進を支援。 

・環境関連技術についてホームページに掲載し最新情報を発信。 

 

②環境情報公開の実施 

・情報公開への社内の動機付けと体制の確立 

・関連資料の収集と検討 

・関連セミナーへの参画と社内展開 

・関連企業への情報公開に向けた支援 

【実績】 

・ 環境情報公開企業数は前年より 5 社増で 57 社、公開率は 39.3％。 

 ◇2011 年調査  公開企業数 57 社 公開率  約 39.3％  （会員企業数 145 社） 

 ◇2010 年調査  公開企業数 52 社 公開率  約 35.4％  （会員企業数 147 社） 

 ◇2009 年調査  公開企業数 49 社 公開率  約 32.9％  （会員企業数 149 社） 

 ・ホームページに『環境への取り組み』を掲載。 

 ・ホームページに『ＣＳＲへの取り組み』を掲載。 

 

 

3 団体： 



4 

①会員企業の環境経営向上に向けた支援 

・ＥＭＳの導入・継続的改善の支援となる情報の提供､関連資料の作成･整備 

・環境情報公開の動機付けに繋がる情報の提供、関連資料の作成・整備 

・環境情報公開の促進に繋がるセミナー(相談会)の適宜開催 

【実施内容】 

・ 会員企業の環境経営を促進および業界として今後取り組むべき課題を整理するため、2011

年 6 月に『平成 23 年度 環境活動状況に関する調査』を実施。 

・ 「企業の環境情報開示のあり方検討会」（環境省主催）の動きに対応し、環境情報公開の促

進、環境会計ガイドラインの改訂に関する情報収集、調査。 

・ 日建連ホームページ内の「建設業の環境活動」コンテンツを更新、内容を充実。 

・ 「環境管理システム小委員会」に委員を派遣（事務局：(財)日本規格協会）。 

・ 「ISO/TC242(エネルギーマネジメントシステム)国内審議委員会」に委員を派遣 

（事務局：(財)エネルギー総合工学研究所）。 
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A-1-3 環境社会貢献の促進 

 

《目 的》 

環境問題に深くかかわる建設業の社会的責任として、社員はもとより、その家族や協力業者

まで、環境社会貢献への意識を高めるとともに、将来を担う子供たちに対して、建設業の役割

と環境社会貢献に寄与していることをわかりやすく伝える。 

 

《実施方策》 

会員企業： 

①環境社会貢献の意識の向上 

・業界団体等が協賛・出展する展示会や環境教育セミナー等への積極的な参加・協力 

・政府の国民運動等への参加 

・社員等の家庭における環境活動の促進に向けたＰＲ 

【実施例】 

・ 日建連が出展するエコプロダクツ２０１０へ協力、参加。 

・ 政府の地球温暖化防止国民運動『チャレンジ 25 キャンペーン』等へ参加。 

・ 『エコファースト』制度への参画。 

・日建連の節電 PR パンフレット『Let’s 節電ライフ』 を全社員の家庭へ配布。 

また、会員企業のグループ会社、協力会社に配布。 

・ 環境ボランティア機会を創出し、社員に参加呼びかけ。 

・社内外の研修等において、従業員、協力業者の事業主、作業員等への環境社会貢献意識

向上教育を実施。 

・環境月間（６月）に外部講師を招いて、環境講演会を開催。 

・ 2011 年の「国際森林年」に際し、森林等における自然イベントへの参加呼びかけ。 

・NPO、大学、自治体などとの協働による環境セミナー、シンポジウムを開催。 

・ボランティア促進のための社内WEB を開設。 

 

②地域の緑化・美化活動等への参加・協力 

・作業所や事業所周辺の緑化や清掃活動の促進 

・環境活動を実施している作業所や研究施設での見学会などの開催 

・地域主催の環境活動への参加・協力 

【実施例】 

・ 会員各社の保有する土地や建物の緑化を推進。 

・ 作業所や事務所周辺の緑化・美化・イメージアップ活動を実施。 

作業所 ：仮囲いの緑化、緑のカーテン運動の実施、周辺道路の清掃活動 

事務所 ：花いっぱい運動への協賛 

・ 仮囲い万能版のコーナー部の透明化。 

・ 仮囲いにより歩道が暗くなるので照明設備の増設。 

・ 地域主催イベントへ協賛・参加。また、作業所見学会を開催し、環境活動を紹介。 

・ 小中学校における環境教育のための協力、出張授業の実施。 
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③環境ボランティア活動の促進 

・業界団体等が協賛する環境ボランティア活動への積極的な参加・協力 

・社員等によるボランティア活動の支援 

・ボランティア休暇制度などの検討 

【実施例】 

・ 社内の節電活動の呼びかけ、推進。 

・ 海外における環境活動を推進。 

・ ボランティア支援制度（ボランティア休暇制度等）を制定。 

・ 環境ＮＧＯ／ＮＰＯの活動を支援・協力(里山保全活動、アニマルパスウェイ研究会等)。 

・ 「エコキャップ運動」へ参加。 

・ 被災地域への物資、人員、資金援助の実施。 

・ 東日本震災の復興ボランティアに参加。 

・ 自治体主催の環境ボランティア活動へ参加。 

・ 会員各社の作業所、事務所単位での植林、生物多様性保全活動等を実施。  

・ 作業所における学生インターンシップによりキャリア教育を実施。 

 

3 団体： 

①環境ボランティア活動等の促進 

・環境関連展示会への参加・協賛 

・小中学生への環境教育の支援 

・環境ＮＧＯやＮＰＯとの交流･情報収集 

【実施内容】 

・エコプロダクツ２０１０に出展（2010 年 12 月 9 日～11 日開催 入場者約 18 万人）。 

目的  ： 「建設業の役割」と「建設業の環境活動」を一般来場者へ紹介  

テーマ ： ｢国民の生活基盤をつくる｣ 

   ｢安心・安全をつくる｣ 

   ｢未来に向けて豊かな環境をつくる｣ 

日建連ブース来場者 : 3 日間合計で 6,000 名 

・「エコキャップ運動」を会員各社へ広く紹介し、参加を奨励。 

・会員企業の「エコキャップ運動」参画状況を調査。 

 

②環境ボランティア関連の広報活動の促進 

・会員企業の参加促進に向けた広報活動 

・建設業のイメージアップに向けたＰＲ活動 

【実施内容】 

・ 日建連ホームページ、業界紙等で環境ボランティア活動を報告。 

・ エコプロダクツ２０１０出展案内を作成、業界内外へ広くＰＲ。 

・ 温暖化対策パンフレット『Let’s エコライフ』および業界 PR 冊子『名探偵コナン建設 FILE』を

展示会等で小中学生等へ配布。 

・ 東日本大震災による電力不足への対応として、一般家庭向けパンフレット『Let’s 節電ライ

フ』を作成し、会員企業の全従業員、グループ会社・協力会社等へ配布。 
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B 環境保全 

B-1 地球温暖化対策 

 

《現状認識》 

会員企業は、資材の調達から施設の設計・施工、さらには運用・改修・解体にわたって、そ

れぞれの段階で CO2排出量の削減に資する活動に取り組んできた。 

3 団体では、作業所における施工活動について自ら管理可能なものとして、CO2 排出量削

減目標を設定している。その削減方策は、作業所の特性に則し、省燃費運転や省エネ機器の

採用等の地道な活動であるものの、着実に成果を上げてきている。今後も目標達成に向け広

範な啓発活動を継続していく必要がある。 

また、建造物の運用期間の長さを考えれば、省エネルギー性能に優れた建造物を提供して

いくことは、社会全体の CO2 排出量削減に極めて有効な方策であり、民生・業務分野でのエ

ネルギー消費量が拡大する中、国の｢改定京都議定書目標達成計画(2008 年 3 月)｣の中でも

重要な対策として取組み促進が求められている。 

建設業においても、建造物の計画・設計段階でのライフサイクルを視野に入れた CO2 排出

量削減への取組みを、最も重要な地球温暖化防止活動と位置づけている。既に建造物の省

エネルギー化・長寿命化に関する技術開発や設計提案で着実に成果をあげているが、さらな

る促進のためにはその重要性に関して発注者も含めた社会の理解を得ることが不可欠である。

その一環として建造物の省エネルギー化による運用時 CO2排出量の削減効果について定量

的に開示しており、今後ともこの取組みの重要性について理解を得ながら、建造物のライフサ

イクルでの CO2削減に努めていく必要がある。 

建設分野では、CO2 以外の温室効果ガスとして、空調機等の冷媒や断熱材の発泡剤として

のフロンガスがある。既に取組みが進められている改修・解体時における冷媒フロンの適正回

収処理についてはＢ-3 で、また新築時におけるノンフロン断熱材の調達促進についてはＣ-2

で取り扱う。 

 

《取組項目》 

B-1-1 施工段階におけるＣＯ2の排出抑制  

B-1-2 建物運用段階におけるＣＯ2の排出抑制 
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B-1-1 施工段階におけるＣＯ2の排出抑制 

 

《目 的》 

施工段階におけるＣＯ2排出量の削減目標を掲げ、その実現に向けて自ら行動を展開する

とともに、協力会社・関連業界との連携、発注者側への積極的な働きかけを図り、目標達成の

ために努力する。 

 

《目 標》 

ＣＯ2排出量を 2012 年度までに 13％削減 

施工段階でのＣＯ2排出量を、1990 年度を基準として施工高当たりの原単位 

（ｔ-ＣＯ2／億円）で 13％削減すべく努力する。 

 

【実績】 

３団体会員企業の建設施工段階における CO2 排出量および削減活動実施率を把握すべく、

2010 年度実態調査を実施した。 

   

・調査対象エネルギー：電力、灯油、軽油、重油 

事務所および現場敷地内の電力、灯油のほか、現場内重機・車両、仮設機器、仮設資機

材、建設副産物搬送車両、船舶などの燃料 

 

・調査方法 

排出量原単位調査 ：エネルギー別に各工事での施工高あたり使用量の把握 

削減活動実施率調査 ：各工事での削減活動の実施状況（達成度）の把握 

 

・算定方法 

サンプリング調査で現場における電力、灯油、軽油、重油の使用量を把握し、施工高あたり

の排出量を算定 

 

・調査期間：2 ヶ月間以上（10 年 10 月～11 年 4 月） 

 

・調査対象 

削減活動調査 ：建築 1,290 件 土木 1,100 件 合計 2,390 件 

排出量調査    ：建築 1,283 件 土木 1,212 件 合計 2,495 件 

 

・調査結果 

2010 年度実績   

    排出量原単位 12.3％減少  総排出量 58.0％減少  
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《2010 年度削減活動実施状況》（％） 

 

活動項目 
1990 年度 
実施率 
(初期値） 

2012 年度 
実施率 
(目標値） 

2010 年度 
実施率 
（調査値） 

電
力 

こまめな消灯 
建築 0 90.0 74.0 

土木 0 90.0 69.9 

空調温度適正化 
建築 0 90.0 75.1 

土木 0 90.0 73.3 

高効率照明の採用 
建築 60.0 90.0 82.8 

土木 60.0 90.0 82.4 

灯
油 

適正暖房 
建築 0 90.0 74.9 

土木 0 90.0 72.9 

エアコン暖房への切替 
建築 30.0 85.0 90.4 

土木 30.0 85.0 90.2 

軽
油 
 

アイドリングストップ（車両） 
建築 0 90.0 86.0 

土木 0 90.0 81.5 

アイドリングストップ（重機） 
建築 0 90.0 86.0 

土木 0 90.0 81.2 

適正整備 
建築 60.0 90.0 93.5 

土木 60.0 90.0 95.1 

省燃費運転研修（車両） 
建築 - 90.0 38.5 

土木 - 90.0 48.7 

省燃費運転研修（重機） 
建築 - 50.0 40.8 

土木 - 50.0 49.8 

省燃費運転研修（実技）※参考 
建築 - - 4.9 

土木 - - 5.1 

残土ﾘｻｲｸﾙ（Q×L） 
 
ここで 
Q:平均搬出量（ｍ3/億円） 
L:平均搬送距離（km） 

建築
13,145 
Q: 644 
L:20.4 

9,203 
(Q×L を初期
値の 30％減) 

4,242 
Q:237 
L:17.9 

土木
24,026 
Q:2,356 
L:11.1 

16,818 
(Q×L を初期
値の 30％減) 

9,265 
Q:1,252 
L:7.4 

 

※2009 年度より実施率が向上した項目：    

※「省燃費運転研修（車両）(重機)（実技）」は追加の活動項目として 2006 年度より測定 
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《実施方策》 

会員企業： 

①建設発生土の搬出量の削減および搬送距離の短縮 

 ・建設発生土の場内有効利用による場外搬出量の削減 

 ・工事間利用の促進等による搬送距離の短縮 

【実施例】 

・ 再生資源利用促進計画実施書で発生土の有効利用を検討・確認。 

・ 建設発生土情報交換システムの活用を図り、工事間利用に向けた努力。 

・ 発生土運搬でCO2排出の少ない船運やベルトコンベアーを採用。 

・ 本体設計や仮設設計に対し、掘削土量低減につながる提案を行い、建設発生土削減。 

 

②アイドリングストップおよび省燃費運転の促進 

 ・建設現場で稼働する建設機械・車両のアイドリングストップの促進 

 ・上記を含めた総合的な省燃費運転の促進 

【実施例】 

・ 台数計測により、車両、重機のアイドリングストップ実施状況を確認。 

・ 車両、重機の運転手および運行管理者に対して、「省燃費運転研修」を実施し、省燃費運転

の励行を指導。 

・ 研修の成果確認を目的に受講運転手を対象に理解度テストを実施。 

・ 作業所単位で車両や建設機械の使用燃料を確認し、ＣＯ2排出量を意識啓発。 

 

③重機・車両の適正整備の励行 

 ・建設現場で稼働する重機・車両の適正整備の励行 

【実施例】 

・ 定期検査証の確認、不良機械の持ち込み禁止の教育・啓発等の活動を推進。 

・ 整備点検の目安として重機・車両の排ガス測定を実施。 

 

④省エネルギー性に優れる工法、建設機械・車両の採用促進 

 ・省エネルギー性に配慮した工法の採用促進 

 ・エネルギー効率に優れた建設機械・車両の採用促進 

 ・作業内容に適応した建設機械・車両の採用促進 

 ・発生土搬出等での船運利用や廃棄物巡回回収等、輸送方法の改善 

【実施例】 

・ 改良型エンジンや省エネ機構を搭載した建設機械・車両の採用とともに、省燃費運転の推進

により燃費改善の促進。 

・ 作業量に適応した出力機械を選定し、過大燃料消費を防止。 

・ 機械・設備のエネルギー使用状況を見える化し、一元管理でムダ排除。 

 

⑤高効率仮設電気機器等の使用促進 

 ・作業所におけるエネルギー効率の高い機器および工具の使用促進 
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【実施例】 

・ 低消費電力機器（仮設照明に蛍光灯、メタルハライドランプ、LED の採用等）を使用。 

 

⑥現場事務所等での省エネルギー活動の推進 

 ・エネルギー効率の高い空調・照明機器の使用 

 ・こまめな消灯、空調温度の適正化、エネルギーの使用抑制 

【実施例】 

・ 事務所・作業所の昼休み消灯等こまめな消灯を実施。 

・ エアコンの温度を適正値に設定。 

・ 各種センサーを有効利用し、機械の不必要稼働を制限（排水、送風等）。 

・ 現場宿舎に、厨芥ゴミメタンガス化発電、風力発電、太陽光発電等の化石燃料に依存しない

再生可能エネルギーを導入。 

・ 事務所等の屋上等に太陽光パネルを設置し、事務所の電力に利用。 

・ 事務所南面にツタ等を植栽し、緑のカーテンで冷房エネルギーを節減。 

・ グリーン電力を購入し、建設工事で活用。 

・ 車両、発電機で BDF を使用。 
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3 団体： 

①会員企業等への啓発 

・ＣＯ2排出量削減に向けた啓発活動の推進 

【実施内容】 

・ 省燃費運転研修会を実施。 

※３団体では、会員企業の省燃費運転研修指導者を育成して広く業界内に省燃費運転を普

及させる目的でダンプ・トラック、重機等による「省燃費運転研修会」を2002年より継続して開

催(計 28 回)。 

 

「10 年度第 1回研修会」 

日  時 ：2010 年 9 月 17 日 

場  所 ：京極ダム作業所（北海道虻田郡京極町） 

講  習 ：油圧ショベルによる実技研修 

参加者 ：運転手 4名 オブザーバー40 名 

結  果 ：積込掘削作業 16.3％削減  

 

「10 年度第 2回研修会」 ※北海道開発局との共催 

日  時 ：2010 年 11 月 16 日 

場  所 ：北海道開発局職員研修室講堂（北海道札幌市東区） 

講  習 ：トラックダンプ・油圧ショベルの座学研修 

参加者 ：219 名  

 

「10 年度第 3回研修会」 

日  時 ：2011 年 2 月 18 日 

場  所 ：プライムセントラルタワー名古屋（愛知県名古屋市） 

講  習 ：トラックダンプ・油圧ショベルの座学研修 

参加者 ：60 名  

 

・施工現場における温暖化防止啓発資料として下記の資料を作成。 

  冊子「絵で見る省燃費運転マニュアル」（改訂版）   10 年 11 月発行 

  データ「絵で見る省燃費運転マニュアル PPT 版」（改訂版）   11 年 7 月発行 

  リーフレット「作業所でできる地球温暖化防止活動」2 種類  11 年 7 月発行 

・ 日建連ホームページ「建設業の地球温暖化防止活動」コンテンツの更新と内容の充実。 

 

②ＣＯ2排出量削減活動実績の把握 

・ＣＯ2排出量ならびに削減活動実績調査の充実 

・建設業界における先駆的な対応事例の収集・周知 

【実施内容】 

・ 会員企業60社対象に 2010年度「建設施工分野・CO2削減活動並びに排出量把握調査」を

実施し、調査結果を日本経団連に報告。 

・ 「建設施工分野・CO２排出量並びに削減活動把握調査」参加会社拡大のため、調査趣旨・

調査方法などに関する 2011 年度調査に関する説明会を開催（9 月開催）。 

・ 2011 年度「建設施工分野・CO2 削減活動並びに排出量把握調査」排出量調査シート、削減

活動調査シートの見直し、更新。 

・ 日本経団連「低炭素社会実行計画」へ参画(10 年 9 月)。 

・ 2013年以降の建設施工段階におけるCO2排出量削減についての中期目標値(2020年度目

標)、新規削減活動項目、調査方法等の検討。 



13 

・ 日建連「電力対策自主行動計画」策定に向けた事前意見交換会の実施(11 年 4 月実施)。 

・ 「地球温暖化対策の推進に関する法律」改正に基づく施工関連のフロン排出量報告要否の

検討(11 年 5 月 国交省建設業課へ報告)。 

・ 建設施工段階における CO2 排出量削減をテーマとした、行政、関連団体との意見交換・調

整・情報収集・委員派遣等の実施。 
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B-1-2 建物運用段階におけるＣＯ2の排出抑制 

 

《目 的》  

計画・設計段階におけるＣＯ2 排出量の削減に向けた自らの活動を展開するとともに、設備

メーカーやエネルギー供給業者等の関連業者との連携、発注者等への積極的な働きかけを

図り、排出抑制に努める。  

 

《実施方策》  

会員企業：  

①環境配慮設計の推進 

・ライフサイクルＣＯ２（ＬＣＣＯ2）の削減に向けた省エネルギー、省資源および長寿命化

を取り入れた環境配慮設計の推進 

・環境負荷の少ない施設運用に向けた運用管理者や利用者への説明の充実 

【実施例】 

・ ISO14001 のシステムに環境配慮設計を組込み、目標を設定。 

・ 環境配慮設計活動の成果を環境報告書で積極的に公開。 

・ 国が示している建物の省エネルギー基準より厳しい基準を設定。 

 

②技術開発の推進 

・関連企業との連携によるＣＯ2排出量の削減に向けた技術開発の推進 

【実施例】 

・ 太陽光発電、風力発電等自然エネルギー利用の推進。 

・ 自然光、自然通風等を活用した照明・空調システムの推進。 

・ 躯体蓄熱・氷蓄熱・水蓄熱・地中熱空調システムの推進。 

・ 燃料電池コージェネレーションシステムの推進。 

・ 高気密、高断熱、外断熱の推進。 

・ 空気流通窓システム、ダブルスキン等の推進。 

・ 最適運転のためのシステムの推進。 

・ エネルギーの面的利用(複数建物、地域利用等、マイクログリッド等)の推進。 

 

   

3 団体：  

①発注者等への協力要請 

・環境配慮設計の採用に向けた発注者等への協力要請 

【実施内容】 

・ 建築物総合環境性能評価システム（ＣＡＳＢＥＥ）を用いて環境配慮設計の採用を発注者に提

案するために必要な技術資料（ランクアップモデルなど）を整備。 

・ 関係行政、関連他団体に二酸化炭素排出量削減活動の報告と意見交換を行って理解の促

進に努めた。 
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②ＣＯ2計画排出削減量の定量的把握  

・省エネルギー法のＰＡＬ/ＣＥＣ等の数値によるＣＯ2排出削減推定量の継続的把握 

【実施内容】 

・ 建物の運用段階におけるＣＯ2 排出量削減効果を把握するために、省エネルギー法対象物

件のＰＡＬ／ＣＥＣ値を用い、省エネ法の「建築主の判断基準」のレベルからどの程度二酸化

炭素排出量を削減できているかを簡易に集計する計算法を作成。 

・ 上記計算法を用いて BCS 会員企業の設計建物の二酸化炭素排出削減量集計を継続的に

行っており、2010 年度に設計した建物に関しては１年間に約 21 万トン削減されると推定。 

・ 2009 年度の調査結果を平成 23 年度日本建築学会大会にて 4編発表。 
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B-2 建設副産物対策 

 

《現状認識》 

建設業で使用する建設資材は、国内全産業の資源利用量の約 4 割を、また、建設廃棄物

は、日本全体の産業廃棄物の発生量および最終処分量とも約2割を占めている。このことから、

資源の有効利用、廃棄物の 3Ｒ（発生抑制・再使用・再生利用）の推進など、循環型社会を構

築していく上で建設業に求められる役割は依然として大きいものがある。 

2002 年 5 月に完全施行された「建設リサイクル法」により、特定建設資材の分別解体・再資

源化の取組みも定着し、建材等の「広域認定制度」の活用など他産業との連携も含め、会員

企業のリサイクルへの取組みも安定してきているところである。 

 アスファルト・コンクリート塊、コンクリート塊は、高い再資源化率を既に達成しているため、目

標とする対象品目から除外しているが、日常的に再資源化を継続していくとともに、建物の解

体等で増大しつつあるコンクリート塊などの利用用途の拡大が急務となっている。 

 建設汚泥については、2005 年から 2006 年にかけて環境省および国土交通省より、「建設汚

泥の再生利用指定制度の運用における考え方について」や「建設汚泥の再生利用に関する

ガイドライン」等が相次いで発出された。制度運用面でのこのような条件整備とあいまって、建

設汚泥の再生利用に対する一般社会の理解を促進することが重要である。特に、ほとんどの

場合、土砂と同様に無機性、無害であるにもかかわらず、法律上は「汚泥」とされていることか

ら、下水汚泥、工業系汚泥等と混同され、その呼称が再生利用の支障となっている面もあるこ

とを踏まえた対応が必要である。 

今後は、2012 年度目標値に対して未達成である建設発生木材、建設混合廃棄物、建設汚

泥、廃石膏ボード、廃プラスチック類などの再資源化等率向上に向けた施策を推進していく必

要がある。 

一方で、廃棄物の不法投棄問題は依然としてなくならず、我々建設業界としても優良処理

業者の選定をはじめとする不法投棄撲滅のための施策を継続していく必要がある。また、適正

処理の透明性を担保するために導入された電子マニフェストの普及拡大も継続的な課題とな

っている。 

2005年度における建設発生土の発生量は約2億㎥で、建設工事の搬入土砂利用量は約1

億㎥と、供給過多の状態であることから、山砂利用の抑制による建設発生土の工事間利用の

促進をさらに進める必要がある。また、過去に汚染物質を扱っていた土地の土壌汚染の確実

なチェックや適切な再生利用などの課題が残されている。 

 

《取組項目》 

B-2-1 産業廃棄物品目別の対策 

B-2-1-1 建設発生木材 

B-2-1-2 建設汚泥 

B-2-1-3 建設混合廃棄物 

B-2-1-4 その他の建設廃棄物 

B-2-2 建設発生土の対策 
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B-2-1 産業廃棄物品目別の対策 

B-2-1-1 建設発生木材 

 

《目 的》 

建設発生木材は、マテリアル・リサイクルとして継続的にパーティクルボードや製紙原料等

に再生利用されているが、近年、バイオマス発電の施設が相次いで建設され、従来の利用用

途から大きく変化している。 

今後は、マテリアル・リサイクルのさらなる推進とともに、サーマル・リサイクルとしてのバイオ

マス発電等への利用の拡大により、建設発生木材の再資源化等率のアップを図る。 

 

《目 標》 

建設発生木材の再資源化等率を 2012 年度までに 95％以上 

「建設リサイクル推進計画 2008」に示されている 2012 年度の目標とする。        

 

《実施方策》 

会員企業： 

①新築工事における発生抑制 

・代替型枠、システム型枠の利用促進、工場でのプレカット化等による廃棄物の発生抑

制に資する施工方法の採用 

【実施例】 

・ 各工事で発生する建設副産物を予測し、工法検討などにより、発生残材の削減を徹底。 

・ 床のデッキプレート化、基礎梁のメッシュ型枠化、バルコニーのハーフＰＣ化、プラスチック型

枠、（ピット用）断熱材兼用型枠等を採用。 

・ 型枠転用回数を増やすために表面処理層の厚い塗りベニヤを採用した大判パネルを採用。 

・ 設備機器等の木製梱包を転用可能なコンテナ等に転換。 

・ 型枠以外では、集合住宅の間仕切りや天井の軸組の軽量鉄骨化を推進。 

・ 集合住宅の押入、物入、家具のユニット化による発生抑制。 

・ 集合住宅の雑壁にＡＬＣ版を採用。 

 

②大規模造成工事等における場内利用 

・伐採材等のマルチング材、コンポスト等としての利用推進 

【実施例】 

・ 造成工事等で発生する伐採材等はチップ化し、マルチング材やコンポストに利用。 

・ 堆肥、土壌改良材、緑道（歩道）等の砕石代替材、法面吹付材に利用。 

・ 伐採材を脱水ケーキと混合・発酵後、緑化基盤材に利用。 

 

③分別解体等の徹底 

・解体工事における分別解体・分別排出の徹底 
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【実施例】 

・ 内装解体では、天井、壁、床の順番で手解体するための教育を作業員に実施。 

・ パーティクルボード製造やバイオマス発電などリサイクルを専門とする処理業者を選定して委

託。 

 

 

3 団体： 

①マテリアル・リサイクルおよびサーマル・リサイクルの推進 

・マテリアル･リサイクルのさらなる推進、バイオマス発電等サーマル・リサイクルへの活

用推進拡大 

【実施内容】 

・ 木質系ボードの広域認定取得メーカーへのヒアリングを実施。 

・ サーマル・リサイクルを実施している施設の見学・意見交換等により現状を確認。 
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B-2-1 産業廃棄物品目別の対策 

B-2-1-2 建設汚泥 

 

《目 的》 

施工計画段階における建設汚泥の排出抑制やリサイクルの促進を図るとともに、建設汚泥

の適正なリサイクルのあり方についての普及と再資源化等率の向上を目指す。 

 

《目 標》 

建設汚泥の再資源化等率を 2012 年度までに 82％ 

「建設リサイクル推進計画 2008」に示されている 2012 年度の目標とする。  

 

《実施方策》 

会員企業： 

①発生抑制への提案 

・発生抑制に関する自主的な検討 

・発生抑制となる工法・技術の発注者への提案 

【実施例】 

・ ＳＭＷ工法において、セメント分散剤を添加して排泥量を低減。 

・ 総合評価方式案件の技術提案、受注後ＶＥ提案において発生抑制工法・技術の提案を実

施。 

・ 施工工事ごとに事前検討会を実施し、発生抑制を推進。 

・ 礫、砂混じり地盤の掘削において、分級による発生抑制を実施。 

・ 総合評価制度における発生抑制工法を提案。 

・ 民間杭工事等における発生抑制工法を提案。 

・ 社内ルールの中で発生抑制・再利用・再資源化を現場での取り組み項目に設定。 

 

②リサイクルの促進 

・自ら利用の促進 

・再生利用制度の積極的な活用 

・再資源化等率の高い中間処理業者への委託 

【実施例】 

・ ダム工事、山岳トンネル工事、場所打ちコンクリート杭工事等で発生した建設泥土（仮称）を

改良し、盛土材、埋戻し材として自ら利用を実施。 

・ ダム工事の濁水処理で発生する前処理スラッジを固化処理後、セメント原料として再利用。 

・ ＩＳＯ１４００１による運用を実施。 

・ ＣＯ2換算・評価を実施。 

・ 発注者（官庁工事）・行政の了解をとり流動化処理土として埋戻し材土に利用。 

・ 中間処理業者への委託は再資源化等率の高い業者を選定するように指導。 

・ ダム工事濁水処理設備から発生した脱水ケーキを生石灰に用いて安定処理し、盛土材とし

て利用。 

 

③社員等への啓発活動の促進 
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・適正なリサイクルに必要な関係法令、技術基準等の社員および協力会社への教育の

徹底 

【実施例】 

・ 再資源化率の高い中間処理業者を選定し、処理を委託。 

・ 建設汚泥の再生利用や取扱いに関する国の通知等、(独)土木研究所作成の『建設汚泥再生

利用マニュアル』、土工協作成の『建設汚泥リサイクル事例集』、『建設泥土（建設汚泥）リサイ

クルの手引き』を配布し、本支店の施工支援部門、支店技術者等への教育、研修（ｅラーニン

グ）等を実施。 

・ 事業主や職長を対象とした建設副産物適正処理に関する研修を指導、支援。 

・ 社内表彰制度を制定。 

 

 

3 団体： 

①リサイクル促進に向けた支援活動の実施 

・「建設汚泥の再生利用に関するガイドライン」等の周知徹底 

・さらなるリサイクルの制度面、技術面に関する情報の収集と広報 

【実施内容】 

・ 現場担当者が処理業者を選定する際のツールとして「産業廃棄物中間処理施設チェックリス

ト」を作成。 

・ 建設汚泥の再生利用に関する各種通知の定着状況についてのアンケート結果を国交省、環

境省はもとより、東京都や関係団体に説明し、今後の課題について意見交換を実施。 

・ 処理業者団体と建設汚泥のリサイクルへの取組み等について意見交換を実施。 

・ 処理業者団体と 2回目の意見交換会を実施し、東京都との三者懇談会および処理施設合同

視察会の実施を合意。 

・ 東京都泥土リサイクル指針他に関する建設汚泥懇談会に対応。 

 

②新たな呼称「建設泥土（仮称）」の提案 

・「建設汚泥」に替わる新たな呼称「建設泥土（仮称）」の提案と定着のための環境醸成 

【実施内容】 

・ リーフレットおよび補完資料を用い、「建設泥土（仮称）」への呼称変更の必要性や留意点に

ついてのアピールを継続。 

・ 「建設泥土（仮称）」への呼称変更とともに、併せて土質分類上の泥土を「泥状建設発生土

（仮称）」へと変更することを提案。 
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B-2-1-3 建設混合廃棄物 

 

《目 的》 

建設混合廃棄物の排出量削減により、最終処分量の削減を図る。 

 

《目 標》 

建設混合廃棄物の排出量を 2012 年度までに 30％削減（2005 年度基準） 

「建設リサイクル推進計画 2008」に示されている 2012 年度の目標とする。 

 

《実施方策》 

会員企業： 

①新築工事における発生抑制 

・最終処分量削減を考慮した資材使用計画の立案 

・廃棄物の発生抑制、省梱包等の採用推進および分別排出の徹底 

【実施例】 

・ 燃えるものと燃えないものとの複合材など、端材が再資源化し難い材料をなるべく使用しない

計画の提案。 

・ マンション等の狭隘現場で「１ｍ3 より小型の容器」を使用し、分別品目を増やすことで混合廃

棄物を減少。 

・ 作業所ごとに最終処分率・最終処分量の目標値を設定することにより、分別を促進し、混合

廃棄物の発生抑制を推進。 

・ 作業所ごとに毎月分別状況の確認を行い、所長会議等で全体に周知することで他の作業所

との比較をし、分別意識の向上を促進。 

・ 「わからないもの BOX」や「その他品目」の BOX とすることで、分別可能品目が安易に投入さ

れることを抑制。 

・ 混廃BOXの上にメッシュ板を置き、一定以上の大きさがあるものについては、分別BOXに投

入するよう指導。 

・ 梱包材については、設備機器メーカー等と協力して省梱包での搬入を推進。 

 

②解体工事における分別解体等の徹底 

・建設混合廃棄物とならないための、分別解体・分別排出の徹底 

【実施例】 

・ 石膏ボードの分別解体等、内装解体作業手順の計画立案を実施。 

 

3 団体： 

①他産業との連携の強化 

・ リサイクル推進、省梱包等発生抑制に向けた、建材メーカー、セメント、鉄鋼等の他産

業との連携の強化 

【実施内容】 

・ 建材メーカーの広域認定取得の支援・フォロー。 

・ 処理業界と連携し、中間処理後の再生／最終処分状況について検証。 
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B-2-1-4 その他の建設廃棄物 

 

《目 的》 

3Ｒの推進、広域認定制度の利用等により埋立処分量の削減を図る。特に廃石膏ボード・廃

プラスチック類については、リサイクルの推進に努める。 

 

《実施方策》 

会員企業： 

①広域認定制度の採用推進 

・広域認定を受けている各社との契約の推進 

【実施例】 

・ 広域認定制度取得業者を各社イントラネットで紹介。 

・ 広域認定企業との新規契約を推進し、広域認定の活用を社内に周知。 

 

②石膏ボードのプレカット搬入と分別の徹底 

・プレカット等のリデュース活動の推進 

・先行解体の実施、および解体工事における分別廃棄の徹底 

【実施例】 

・ 柱壁等の仕上寸法を、石膏ボードの定尺に設定。 

・ 石膏ボードのプレカット搬入により、現場加工による廃棄物を削減。 

・ 新築工事では広域認定制度の活用によりリサイクルを推進。 

・ 異物付着などにより広域認定制度が活用できないものについても、専用処理施設や中間処

理施設でのリサイクルを推進。 

・ 解体工事で発生した廃石膏ボードも可能な限りリサイクルを推進。 

 

③廃プラスチック類のリサイクル先に合致した分別の徹底 

・リサイクル先の受入条件に対応する分別の実施 

・リサイクルに関する新情報を自らのリサイクルに活用 

【実施例】 

・ 発泡ウレタン、塩ビパイプ、硬質系プラ、軟質系プラを分別。 

・ マテリアル・リサイクルをメインとし、他に高炉還元剤として使用。 

・ ＨＭ溶剤による発泡スチロール、スタイロフォームのリサイクル推進 

 

 

3 団体： 

①利用可能な広域認定制度の検討と情報伝達 

・広域認定制度活用の働きかけの推進 

・認定メーカーや対象品目等の情報提供 

【実施内容】 

・ 建材製品の広域認定を取得している建材メーカー等にヒアリングを行い、具体的な回収・リサ

イクル方法や契約書の内容を検討。 
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・ 同認定業者に関して、具体的な処理方法や契約方法等の情報を掲載したホームページを公

開。 

 

②廃石膏ボードのリサイクルルート検討と情報提供 

・解体工事を中心として、受入可能なリサイクル施設情報の収集と情報提供 

【実施内容】 

・ 廃石膏ボードの二次処理先にアンケート調査を実施し、廃石膏ボードの受け入れについて現

状把握を実施（206 施設から回答、回答率 76％）。 

・ 環境省の廃石膏ボードの再資源化促進方策委員会に参画し、建設業界の意見反映を実

施。 

 

③廃プラスチック類のリサイクルルート検討と情報提供 

・他産業界を含むリサイクル施設の利用検討と情報提供 

・リサイクル新情報の収集と情報提供 

【実施内容】 

・ 廃プラスチック容器をリサイクルしている建材メーカーにヒアリングを実施し、マテリアルリサイ

クルについて検討を実施。 
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B-2-2 建設発生土の対策 

 

《目 的》 

国等の実施方策に積極的に協力するなど、施工計画段階における発生抑制と工事間利用

等の推進を図り、有効利用率（＝建設発生土利用量／土砂利用量）の向上を目指す。 

 

《目 標》 

利用土砂の建設発生土利用率を 2012 年度までに 87％ 

「建設リサイクル推進計画 2008」に示されている 2012 年度の目標とする。 

「建設リサイクル推進計画2002」における2005年度の目標は未達となったが、「建設リサイク

ル推進計画 2008」に示されている 2012 年度の目標とする。 

 

《実施方策》 

会員企業： 

①発生抑制への提案 

・発生抑制に関する自主的な検討 

・必要に応じた発注者への抑制策の提案 

【実施例】 

・ 設計、施工計画段階での切土、盛土のバランスを考慮した発生抑制策を可能な限り提案。 

 

②建設発生土情報交換システムの活用 

・建設発生土情報交換システムの積極的な活用 

【実施例】 

・ 建設発生土情報交換システムを積極的に活用。 
 

③管理の徹底 

・作業所における建設発生土の管理の徹底 

・建設発生土に建設廃棄物を混入させないための分別の徹底 

・汚染土の取扱い等に関する管理の強化 

・確実な管理を目的とした、社員および協力会社への教育の実施 

【実施例】 

・ 工事管理部門が現場所長会議等で教育を実施。 

・ 低品質の建設発生土も改良等をして有効利用。 
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  3 団体： 

①建設発生土利用の促進に関する検討 

・現場における利用促進の検討 

・汚染土、廃棄物混じり土の適切な取扱いの徹底と情報提供 

【実施内容】 

・ 改正土壌汚染対策法施行（平成22年4月1日）を受け、パンフレット「汚染土壌の取り扱いに

ついて」の改訂を実施。 

・ 環境省、国土交通省、関係団体と調整の上、2 月末には会員会社、支部等へ提供。 

・ 土対法施行以降、問題となっている汚染土壌の搬出届けの届出者に関する実態についての

アンケートを実施。 

 

②建設発生土を受け入れる仕組みの構築等の検討 

・ストックヤードの整備、活用の検討 

・不適切な放置防止のための管理方法の検討 

【実施内容】 

・ ＪＡＳＩＣ（（財）日本建設情報総合センター）の建設副産物情報交換システムアドバイザ会議・

建設発生土情報交換連絡会議に参加、土工協建設副産物部会として出席。 

・ 国土交通省「建設発生土の需給バランスの改善方策検討業務」の業務委託を請けたコンサ

ルタントからの「建設発生土の一時仮置きの実態や基準について」ヒアリング要請に対応。 
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B-3 有害物質・化学物質対策 

 

《現状認識》 

近年、顕在化している建設に係る化学物質をはじめとする有害物質問題は、人間の健康被

害を引き起こしたり、生態系への影響まで懸念され、適切な対応が社会的要請となっている。 

既存の建造物には石綿をはじめ、ＰＣＢやフロンが使用されてきた。また、焼却炉の炉壁に

はダイオキシンが付着していることが判明し、改修・解体工事においては、作業員や施設利用

者の健康障害等に留意する必要がある。さらに、新築工事でも塗装工事をはじめ多様な化学

物質を含む建設資材が使用されるようになり、これらを適切に取扱い処理することが必要とな

る。 

特に、大きな社会問題となった石綿に関しては、石綿救済法が新たに制定され、大気汚染

防止法・廃棄物処理法・労働安全衛生法・石綿障害予防規則・建築基準法等が改正された｡ 

フロンはオゾン層破壊物質であるとともに温室効果ガスでもあり冷媒フロンの回収率を向上

させることは、京都議定書削減目標を達成するためにも不可欠である。このため改修・解体工

事の元請業者に事前確認、発注者への説明が義務付けられた。 

建設業が健全に事業を遂行していくにあたって、建造物の新築・改修・解体工事において

有害物質等の対応を適切におこない、周辺環境の安全を図っていくことは社会的使命であ

る。 

  

《取組項目》 

B-3-1 改修・解体工事における対策 

B-3-1-1 石綿 

B-3-1-2 ＰＣＢ、フロン、ダイオキシン等 

B-3-2 新築工事における化学物質対策 
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B-3-1 改修・解体工事における対策 

B-3-1-1 石綿 

 

《目 的》 

石綿含有建材が大量にストックされている建築物等の改修・解体工事においての石綿粉じ

ん飛散防止を適正に実施し、周辺環境の保全を図る。 

 

《実施方策》 

会員企業： 

①改修・解体工事における石綿含有建材の適正処理 

・適正処理推進のための事前調査、事前措置、分別解体の徹底 

・「廃石綿等」および「石綿含有産業廃棄物」の現場内分別保管・適正処理の徹底 

【実施例】 

・ 優良石綿除去業者を選定登録し、その中から石綿除去業者を選定採用。 

（一度登録した業者も毎年度末に再評価し、基準を満たさない場合はリストから除外するなど） 

・ 『石綿（アスベスト）建材調査の手引き』を作成し社内ＨＰに公開。 

・ 解体改修作業所配属社員に「石綿特別教育」を行い、石綿除去業務担当者は「石綿作業主

任者技能講習」を受講。 

・ 石綿関連工事には「石綿作業主任者技能講習」修了資格を持つ社員を配置。 

・ 石綿解体改修現場に対し支店による環境パトロールを実施し、現場内分別保管、適正処理

の確認を徹底。 

・ 石綿含有建材の手作業による解体を徹底。 

・ 工種別施工会議において、廃棄物の保管場所・保管方法を指示、確認。 

・ 「石綿廃棄物の取扱い要領」を作成し社内に周知。 

・ 石綿含有分析は、原則自社にて公定分析。 

・ Ｗｅｂカメラによる管理区域内常時監視システムの開発。 

・ 東京都中央防波堤埋立地への埋立基準を満たした廃石綿固化成形技術を開発、運用。 

・ 遠隔処理ではなく域内処理を推進しＣＯ２削減に寄与。 

 

②改修・解体工法開発の推進 

・粉じん飛散防止に有効な改修・解体工法開発の推進 

【実施例】 

・ 石綿飛散に対するリアルタイム計測器の共同開発。 

・ 遠隔装置による吹付け石綿除去ロボットの開発。 

・ ドライアイス噴射により狭隘部を確実に除去する工法や、粉じん濃度のリアルタイム計測シス

テム等の開発。 

・ エレベーターシャフト内に作業用足場を組み立てず、仮設ゴンドラと負圧自動制御装置により

短期間で除去可能な工法を開発。 

・ 負圧除塵機が適正に機能するよう、搬入時の機能試験等、管理を徹底。 

 

③無害化処理の推進 

・廃石綿等・石綿含有産業廃棄物の無害化処理の推進 
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【実施例】 

・ 低温過熱蒸気による石綿含有産業廃棄物無害化・資源化装置の開発。 

・ 無害化工法の実証実験技術支援。 

・ 廃石綿等の溶融固化の実施。 

・ 溶融等の無害化処理可能な処理業者との委託契約を推進。 

 

 

3 団体： 

①会員企業への広報・教育の推進 

・石綿の使用状況、関連法等について講習会の実施 

・会員および関係団体への広報・教育の推進 

【実施内容】 

・ 石綿関連法等に関する講習会を開催（廃棄物処理に係る講習会の一部として）。 

 

②石綿含有産業廃棄物の適正処理の徹底 

・処理業界との連携を図り、法に基づく適切な処理方法の周知徹底と適切な処理シス

テムの検討 

【実施内容】 

・ 処理業界からの情報収集。 

・ 東京都の「再生砕石の利用推進に係る共同宣言」に協力。 

・ 「目で見るアスベスト建材」の普及促進。 

 

③行政への働きかけ 

・石綿含有建材の分別解体徹底に向けて、行政側への関連法規改正の要望  

【実施内容】 

・ 関連法規制の情報収集。 

 

④情報収集・周知の徹底 

・粉じん飛散防止に有効な改修・解体工法、廃石綿等・石綿含有産業廃棄物の無害化

処理に関する情報の収集と周知徹底 

【実施内容】 

・ 行政関係からの石綿関連の情報を HP上で公開および資料の配布。 
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B-3-1-2 ＰＣＢ、フロン、ダイオキシン等 

 

《目 的》 

ＰＣＢ、フロンおよびダイオキシン等の有害化学物質の処理において、これを取り扱う作業員

の健康維持および周辺環境への汚染防止を確実にするために、法規制を順守し、適正処理

の徹底を図る。 

 

《実施方策》 

会員企業： 

①改修・解体工事における事前調査の徹底 

・工事着手前の事前調査を徹底し、有害化学物質の確認を確実に実施 

【実施例】 

・ 有害物等チェックリストによる伝達と解体工事検討会での事前処理事項の確認。 

・ ＰＣＢについては、高濃度の機器番号の確認および低濃度のＰＣＢ分析について、発注者に

説明。 

・ フロンについては、専門業者立会いによるフロン処理必要台数の確認。 

・ INFREP のシールを利用することにより、回収前の誤廃棄を防止。 

 

②法規制順守による有害化学物質の適正処理 

・有害化学物質に関する個別の法令内容の把握、適正処理 

【実施例】 

・ フロン回収破壊法の改正等、最新の環境法令をチェックし、関係者への周知を徹底。 

・ 発注者によるＰＣＢ廃棄物の届出、保管の実施についての支援。 

・ ＰＣＢ廃棄物の判定・運搬・保管・取扱方法や含有建材等に関するＱ＆Ａを作成して、社員や

発注者等に周知。 

・ 解体工事で発生する廃棄物の特殊性を、発注者に理解いただくためのリーフレットを作成。 

 

③冷媒フロンの適正処理の促進 

・機器の設置、移設、整備、撤去・廃棄時における冷媒フロンの大気中への排出防止 

・フロン類回収業者への確実な引渡しなどフロン回収・破壊法の順守 

【実施例】 

・ 専門業者立会いによりフロンを確認し、フロン回収業者が回収し、破壊業者で高温熱分解処

理を実施。 

・ フロン類回収業者へ確実に引き渡し、行程管理票による管理とともに、フロン回収破壊証明

の発行を依頼。 

・ 現場で使用した行程管理票の写しを支店に送付し、適正に回収されたことを組織的に確認。

 

 

3 団体： 

①ＰＣＢ廃棄物の適正処理の推進 

・日本環境安全事業㈱（ＪＥＳＣＯ）によるＰＣＢ廃棄物処理方法の周知 
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・低濃度ＰＣＢ廃棄物については解体工事等に先行した事前確認の周知 

・他産業界との協力による低濃度ＰＣＢ廃棄物処理システムの構築 

【実施内容】 

・ 日本環境安全事業㈱（JESCO）によるＰＣＢ廃棄物の処理方法を周知。 

・ 低濃度ＰＣＢについては、日本経団連の委員会に参画し、回収方法、処理方法について検
討。 
 

②冷媒フロン回収率の向上を目指した取組みの強化 

・フロン回収･破壊法改正の周知 

【実施内容】 

・ 環境省フロン類等対策小委員会に参画し、フロン回収破壊法の見直しについて協力。 

・ フロン回収推進産業協議会（INFREP）に参画し、回収率向上のための協力。 

 

③ダイオキシン等の有害化学物質の取扱いに関する周知 

・会員企業および関連建設業界への資料配布や講習会の実施 

【実施内容】 

・ ダイオキシン等の廃棄物の処理方法を記載した『特殊な廃棄物等処理マニュアル（改訂版）』

の普及と正しい処理方法の順守の啓発。 
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B-3-2 新築工事における化学物質対策 

 

《目 的》 

化学物質の使用に起因する環境汚染、健康障害、事業上のリスクを避けるため有害化学物

質を適正管理し、環境への排出削減を推進する。また、ライフサイクルの視点に立った有害化

学物質のリスク管理を図るために、建設資材の情報を活用する仕組みが必要である。 

 そのために、化学物質に関する規制の動向を踏まえ関連業界と協同で必要な情報の整備・

共有化を促進し、有効な代替製品となる環境配慮型製品の積極的な推奨に努める。 

 

《実施方策》 

会員企業： 

①有害化学物質の使用削減と環境配慮型製品の使用促進 

・有害化学物質が含まれる資材の使用削減の促進 

・有害化学物質が含まれない環境配慮型製品の使用促進 

【実施例】 

・ 有害化学物質または VOC（トルエン、キシレン、エチルベンゼン等）を含有しない資材の使用

を設計図書に記載。発注者に提案し、提案が採用されれば使用。 

・ 溶剤系塗料、 溶剤系接着剤、 溶剤系塗り床材、 溶剤系プライマーなどの有害化学物質

または VOC（トルエン、キシレン、エチルベンゼン等）を削減。 

・ 水性塗料、 無溶剤接着剤、 水性接着剤、 無溶剤塗り床材などできるだけ有害化学物質

または VOC（トルエン、キシレン、エチルベンゼン等）が含まれない環境配慮型製品の使用を

促進。 

 

②室内空気質（シックハウス）対策の促進 

・室内空気質に関係する建設資材の適正管理の促進 

・竣工時における空気質の測定の促進 

【実施例】 

・ Ｆ☆☆☆☆のマークのある建設資材を工事で使用。 

・ ホルムアルデヒド以外の化学物質についても、自社で使用する資材について MSDS のチェッ

ク、メーカーへ問い合わせなどに対応。 

・ 法律で定められている居室の測定項目の他、自社で設定した項目を測定。 

・ 法律で定められている居室の測定項目については、引渡し前に測定。 

・ 発注者・設計事務所等から要望により、指示された化学物質について測定。 

・ Ｆ☆☆☆☆大臣認定品の受入れ検査の改善。 

 

③発注者、設計者、作業者への情報提供・提案 

・有害化学物質が含まれる建設資材の情報提供 

・安全な建設資材の提案 

【実施例】 

・ 社内イントラネットに有害な化学物質を含む建設資材、安全な建材の情報を掲載し、社内設

計者による客先提案や作業所担当者が発注者・設計事務所等に情報提供・提案。 



32 

 

3 団体： 

①建設資材に含有される化学物質使用に関する実態の把握 

・関連業界からの情報収集・整理 

【実施内容】 

・ 日本塗り床工業会、日本カーペット工業組合と意見交換を実施。各工業会に対して化学物質

に関する情報の積極的な開示を要求。 

・ 環境配慮型の建材の性能、価格、施工性などの情報提供の依頼。 

 

②有害化学物質の評価方法の策定 

・建設資材の有害性・評価方法の調査 

・環境配慮型製品の使用判断基準の調査 

【実施内容】 

・ 建設業界としての建設資材の化学物質に関する考え方、化学物質の建設業にかかわるリスク

を整理検討中。 

・ 日本・欧州・米国の化学物質に関する法規制、評価システムの情報収集。LEED 対応製品を

販売しているメーカーと意見交換を実施。 

・ 関連業界との建設資材の化学物質に関する情報交換とデータの共有化の考え方について

検討中。 

 

③化学物質管理に関する啓発と情報開示 

・化学物質管理の重要性に関する会員企業への啓発 

・建設業における化学物質の使用状況に関する情報提供 

・既存の共通マークなどによる化学物質含有建設資材の情報提供 

【実施内容】 

・ 会員企業における化学物質対策の実情を調査し、その結果を会員用のホームページに公

開。 

・ 臭気に関する文献調査を実施し、その結果を会員用のホームページに公開。 

 

④行政や関連業界への働きかけ 

・ 国等の特定調達品目への適用品目に関する行政との情報交換の実施 

・ 望ましい建設資材の検討や含有化学物質関連のデータ整備等に向けた関連業界へ

の働きかけを推進 

【実施内容】 

・ 建材試験センターの「室内空気関係のＪＩＳ改正委員会」に参画し、各種測定法のＪＩＳ改正に

協力。 

・ 日本建築学会が策定のアカデミックスタンダードに参加。 
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B-4 生物多様性の保全および持続可能な利用 

  

《現状認識》 

建設業は自然とのかかわりが深く、従来より生態系保全・自然環境の保護・保全、地球温暖

化防止などの環境問題に取り組んできた。 

しかし近年、生物の生息環境の悪化等により、野生生物の種の絶滅が過去にない速度で

進行し、生態系の破壊に対する懸念が深刻なものとなっている。このような背景から、希少種

の取引制限や生物種の保護を目的とする既存の国際条約を補完し、生物の多様性の保全お

よびその持続可能な利用を行うことが必要となってきた。 

わが国でも平成 19 年 11 月に「第三次生物多様性国家戦略」、平成 20 年 6 月には「生物

多様性基本法」が制定され、政府・地方自治体・企業・民間団体・国民が連携して取り組むこと

が求められている。「平成 21 年度版環境白書」には、従来の「環境白書」、「循環型社会白書」

に、「生物多様性白書」が加えられ、政府の取り組む姿勢がさらに明確になってきた。また、平

成22年10月には名古屋で「生物多様性条約第10回締約国会議（ＣＯＰ10）」が開催されるな

ど、世界的な枠組みの中でわが国の積極的な取り組みが求められている。 

このような背景のもと、建設業界としても生物多様性という視点から活動をとらえ直し、広い

視野で積極的な活動を推進する。 

 

《取組項目》 

B-4-1 建設工事における生物多様性の保全および持続可能な利用の推進 
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B-4-1 建設工事における生物多様性の保全および持続可能な利用の推進 

 

《目 的》 

生物多様性の保全に配慮した技術や手法の開発を促進し、建設工事での生物多様性の

保全および持続可能な利用に配慮した取組みを推進する。 

 

《実施方策》 

会員企業： 

①生物多様性の保全に配慮した施工段階における技術・手法の開発促進 

・工事施工時における生物多様性の保全に配慮した技術開発、調査等の促進 

【実施例】 

・ 生物多様性の保全に資する施工技術、手法の開発に取組み、その多くは種々の工事で採用

され、実績が向上。 

・ 河川における堰やダム工事においては、魚道整備に、林間部の道路工事においては、アン

ダーパスやアニマルパスウェイ等の獣道の確保に、ダム堆砂処理工事においては、土砂を下

流に供給し、河床低下防止や河口付近の海岸浸食防止に配慮。 

・ オオタカなど猛禽類の生息に配慮した施工、在来種を用いた緑化、蛍ビオトープやヨシ原の

造成等の水辺環境の創出・再生、生物と共生する護岸整備、生物の生息に配慮した干潟造

成・消波ブロックの設置、アマモ場の創生、サンゴ・マングローブの保護。 

・ ダム工事における「希少種ハンドブック」の作成と関係者への教育、環境GIS を用いた稀少植

物の継続的監視の実施、野生動物に配慮した夜間照明施設の設置。 

・ 河川における希少動物に配慮した工事用水の循環利用および排水箇所の洗掘防止対策実

施。 

・ 「生物多様性に関するガイドライン」策定と全社展開による意識向上と現場での取り組みの徹

底。 

・ 生物多様性民間参画パートナーシップへの参画と情報提供および水平展開。 

・ 「生物多様性簡易評価システム」の作成。 

・ 生物多様性ハンドブックを作成し全社員へ配布。 

・ 環境発表会で生物多様性保全に関する特別講演を実施。 

・ 環境憲章、環境方針、環境目標に生物多様性保全を追記。 

・ 「生物多様性宣言」を採択し、環境方針下位の社内規定として制定。 

・ 全役職員等に対して、「生物多様性に関する E-ラーニング」を実施（全 3 回）。 

・ 自然林に近い植生パターンを応用した開発地の再生と 10 年間のフォロー。 

・ クラスター分析手法を応用した都市部に鳥を呼び込む技術の確立。 

 

②都市部における自然環境整備の提案 

・都市部において、野鳥等の小動物が生息できる環境整備の提案 

・市街地に残る緑地の保全、建物緑化等の提案 

【実施例】 

・ 市街地周辺で失われつつある自然を再生するために、野生生物の生息場所をつなぐ生態系

ネットワークを積極的に構築。 

・ 都市部におけるビオトープの整備。 

・ 現場事務所の屋上緑化や緑化仮囲いの設置による現場環境整備（鳥類、昆虫等の生息環

境整備）。 
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・ ゴーヤ生育キットの配布による現場緑化の推進。 

・ 都市中心部における森の創設。 

 

 

3 団体： 

①一般社会へのＰＲ活動の促進 

・パンフレットや市民見学会等の機会を利用した、広く一般社会へのＰＲ活動の促進 

【実施内容】 

・ 2010 年 10 月に名古屋で「生物多様性条約第 10 回締約国会議（ＣＯＰ10）」の開催も踏まえ

2010 年 8 月に制作した生物多様性の保全に関する建設業の取り組み事例をわかりやすく紹

介したパンフレット『生物多様性 保全と持続可能な利用の実践』を会員に提供するとともに現

場見学会参加者等に提供（2011 年 8 月末現在 20,000 部配布）、土工協ホームページに掲

載、紹介。 

・ 環境関連のイベントにおいて、パンフレット『生物多様性 保全と持続可能な利用の実践』を

配付、活用。 
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C 環境配慮 

C-1 環境配慮設計の推進 

 

《現状認識》 

建設プロジェクトにおいて、計画・設計段階における環境への配慮は建造物の運用段階で

の環境負荷を低減する上で重要なプロセスである。建築においては建築確認に先立って環

境配慮計画の提出が求められることが増加し、建築物総合環境性能評価システム（以下ＣＡＳ

ＢＥＥ）の利用推進が図られつつある。公共工事においては総合評価落札方式の定着に伴い、

技術提案の加算点は増加し、環境配慮項目の技術等の提案が重要性を占めつつある。 

 

《取組項目》 

C-1-1 建築部門における環境配慮設計の推進 

C-1-2 土木部門における環境配慮技術提案の推進  

 



37 

C-1-1 建築部門における環境配慮設計の推進 

 

《目 的》         

環境配慮設計に関わる技術・手法の開発、改良を促進するとともに、設計結果を評価する

ＣＡＳＢＥＥ等の利用推進に努めることにより環境配慮設計を定着させる。 

 

《実施方策》 

会員企業： 

①ＣＡＳＢＥＥの利用推進 

・設計段階におけるＣＡＳＢＥＥ利用の推進 

・発注者に対するＣＡＳＢＥＥによる評価の積極的提案 

【実施例】 

・ 設計段階においてＣＡＳＢＥＥによる評価を導入。 

・ 環境マネジメントシステム（ISO14001）の仕組みを利用して、すべての設計案件で評価を実

施。 

・ ＣＡＳＢＥＥの評価結果に対し目標を設定。 

 

②環境配慮設計に関わる技術の開発、改良の推進 

・関連企業との連携による環境配慮設計に関わる技術の開発、改良の推進 

【実施例】 

・太陽光発電、風力発電等自然エネルギー利用の技術開発等を推進。 
・ 自然光、自然通風等を活用した照明・空調システムの技術開発等を推進。 

・ 躯体蓄熱・氷蓄熱・水蓄熱・地中熱空調システムの技術開発等を推進。 

・ 燃料電池コージェネレーションシステムの技術開発等を推進。 

・ 高気密、高断熱、外断熱の技術開発等を推進。 

・ 空気流通窓システム、ダブルスキン等の技術開発等を推進。 

・ 最適運転のためのシステムの技術開発等を推進。 

・ エネルギーの面的利用(複数建物、地域利用、マイクログリッド等)の推進。 

・ 屋上緑化工法、壁面緑化工法、屋根散水、雨水排水方式の技術開発等を推進。 

・ 生物多様性保全に繋がる外構等の技術開発等を推進。 

・ 建物の長寿命化に貢献する技術開発等推進。 

 

 

3 団体： 

①ＣＡＳＢＥＥの利用状況調査および利用の推進 

・会員企業のＣＡＳＢＥＥ利用実態の把握、公開 

・設計者向けの手引きなどの作成、提供 

【実施内容】 

・ 会員企業に対してＣＡＳＢＥＥ利用実態調査を実施し、その結果を公表。 

・ 関係機関、団体などにＣＡＳＢＥＥ利用実態調査結果を報告し、利用実態の現状と理解を促

進。 
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②環境配慮設計に関わる技術の情報収集 

・会員企業が開発した環境配慮設計に関わる技術・手法の情報収集・整理および共通

課題の検討 

【実施内容】 

・ 会員企業が開発した環境配慮設計に関わる技術・手法の情報を収集。 

・ 会員企業から収集した「サステナブル建築」の設計事例をホームページで公開。 

・ 建築設計活動として行動可能な「設計指針」を策定しホームページで公開。 

 

③関連業界との情報交換の実施 

・関連団体との連携による環境配慮設計に関する情報交換 

【実施内容】 

・ 関連団体の環境配慮設計に関する情報の収集、および建築業協会会員企業の設計施工物

件におけるＣＯ2排出削減量集計結果の提供。 
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C-1-2 土木部門における環境配慮技術の提案の推進  

 

《目 的》 

環境保全、自然再生および環境創造に関する技術・手法の活用を推進する。 

 

《実施方策》 

会員企業： 

①環境保全、自然再生および環境創造を考慮した技術・手法の提案 

・発注者等に対して環境配慮技術・手法の提案 

【実施例】 

・ 環境保全、自然再生および環境創造に資する施工技術、手法の開発に取組んでおり、その

多くは種々の工事で採用され、実績が増加。 

・ 水辺の再生、生物との共生、自然との調和および街での環境の保全と創出に関する環境に

配慮した技術、手法を発注者に提案。 

水辺の再生 ：干潟造成、アマモ場創造、木工沈床、植生浮島等。 

生物との共生 ：らせん魚道、ダム排砂設備、猛禽類に配慮した施工等。 

自然との調和 ：法面緑化、周囲との調和を図るデザイン等。 

街での環境保全・創出 ：ビオトープ創造、保水性舗装、騒音・振動低減工法等。 

 

 

3 団体： 

①環境保全、自然再生および環境創造技術・手法の収集・整理、提供 

・ 会員企業が開発した環境保全、自然再生および環境創造に関する技術・手法の情

報収集・整理 

・ 会員企業および発注者等への情報提供 

【実施内容】 

・ 会員企業が2010年 3月までに開発した環境保全、自然再生および環境創造に関する技術・

手法を追加収集。 

・ 新規事例 29 件、更新 38 件、収録取りやめ要望があった 27 件を整理し、全 645 件の事例を

『環境保全の技術・手法に関する事例集2010年度版』として取りまとめ、会員企業、主な発注

機関に提供。 

・ 土木部門における技術374件中環境保全技術・手法は367件、自然再生/環境創造の技術・

手法は 207 件(注：種別は複数回答のため回答総数とは異なっている)。 

・ 土工協ホームページ上で土木、建築、共通の部門別、環境保全、自然再生/環境創造の技

術・手法別を検索可能な事例集を公開。 

・ 新日建連ホームページ上で公開準備中。 
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C-2 グリーン調達の促進 

 

《現状認識》 

グリーン購入法の施行以来、公共工事でグリーン調達の対象とする特定調達品目の見直し

が毎年行われている。「京都議定書目標達成計画」(2005 年)を受けて地球温暖化係数の小さ

い断熱材を使用することや、木材・木材製品については、合法性および持続可能性が確認さ

れた森林からの製材等を使用することなどが「判断の基準」及び「配慮事項」に追加された。ま

た、会員企業のグリーン調達については大幅な進展が見られるものの、さらなる推進を要する

状況にある。 

建設業は典型的な多資材多消費型産業であり、建造物のライフサイクル全般にわたって環

境に対し、直接的・間接的に様々な影響を及ぼすため、資源循環型社会形成、地球温暖化

対策、建設副産物対策、有害物質・化学物質対策、生物多様性の保全、環境創造などに寄

与する品目の積極的な調達促進を図っていくことが重要である。 

 

《取組項目》 

C-2-1 グリーン調達品目の設定と調達の促進 
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C-2-1 グリーン調達品目の設定と調達の促進 

 

《目 的》 

建設業におけるグリーン調達に関する意識を高めて日常活動として実施するとともに、建設

業における重点グリーン調達品目を中心に、一層のグリーン調達促進を図る。 

 

建設業における重点グリーン調達品目: 

地球温暖化の防止や建設副産物の削減などに効果がある建設資材・設備機器・建設機械などの

調達や各種システム・構法・工法などを重点グリーン調達品目とする。 

なお、建設資材の品目候補としては高炉生コン、代替型枠、電炉鋼材、再生木質ボード、森林認

証木材・木材製品、ノンフロン断熱材などがあげられる。 

 

《実施方策》 

会員企業： 

①建設資機材等のグリーン調達の促進 

・「国等の特定調達品目」、「エコマーク商品」、「建設業における重点グリーン調達品

目」などを参考とする自社のグリーン調達品目の設定 

・自社設計段階および施工段階における優先的な調達の促進 

・調達実績の評価 

・発注者や設計者に対する採用提案の促進 

【実施例】 

・ 建設資機材等について、調達実績を把握し公表するとともに、調達品目の見直し・追加を実

施。 

・ 自社設計施工物件において、設計段階からグリーン調達を推進。 

・ グリーン調達に関する方針・ガイドラインを策定し、重点グリーン調達品目等を設定して組織

的な取り組みを推進。 

 

②事務用品等のグリーン調達の促進 

・オフィスや作業所における事務用品や事務機器等のグリーン調達の促進 

【実施例】 

・ 事務用品等について調達実績を把握し、目標値を決めて活動を展開。 

・ イントラネットによるオフィス用品調達システムを活用して、環境対応商品の優先的な調達を

推進。 

 

3 団体： 

①会員企業への情報提供および啓発 

・グリーン調達に関する意識向上および建設業における重点グリーン調達品目の見直

し、調達促進に向けた情報の作成・提供 

・グリーン調達の促進に向けたセミナー等の開催 
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【実施内容】 

・ 日建連ホームページ「建設業のグリーン調達促進に関する活動｣コンテンツで、これまでに発

行した資料・レポートやグリーン調達関連リンク集などを会員へ情報発信。 

・ 今後の活動のために、会員企業の取り組み状況、課題を調査。 

 

②関連業界・行政との情報交換の実施 

・グリーン調達品目に関する情報交換会の実施や検討会等への参画 

【実施内容】 

・ (社)全国木材組合連合会と「違法伐採対策の現状」について意見交換を実施。 

・日本合板工業組合連合会と「型枠への国産材の活用」について意見交換を実施。 

・ 下記の委員会等に委員を派遣し、情報交換、情報収集を実施。 

 

・「地域材型枠合板市場開拓推進委員会」（事務局：日本合板工業組合連合会） 

・「『建築資材』基準策定委員会」（事務局：(財)日本環境協会） 

・「合法木材普及推進委員会」「合法木材普及拡大部会」 

（事務局：(社)全国木材組合連合会） 

・「東京都建設リサイクル・グリーン連絡会議」 (事務局：東京都) 
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C-3 環境保全技術活用の促進 

 

《現状認識》 

地球環境問題、地域環境問題に対する技術やノウハウを会員企業は多数保有しており、そ

の技術を積極的に活用し、環境の保全と創造に取り組むことは国で進める｢環境と経済の両

立｣にも合致し、環境経営の柱となりうる。環境先進国として途上国の環境保全を手助けする

役割も重要である。 

 

《取組項目》 

C-3-1 環境保全技術全般の整備と活用の促進 
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C-3-1 環境保全技術全般の整備と活用の促進 

 

《目 的》 

環境保全に関する技術・手法の開発を図るとともに、それらの活用を促進する。 

  

《実施方策》 

会員企業： 

①環境保全等を考慮した技術･手法の整備と活用の促進 

・環境保全､自然再生および環境創造に関する技術･手法の開発整備の促進 

・発注者等への環境保全技術等を活用した提案の促進 

【実施例】 

・ 水辺の再生、生物との共生、自然との調和および街での環境の保全と創出に関する環境に

配慮した技術、手法を発注者に提案。 

 

 

3 団体：  

①環境保全技術・手法等の収集、情報提供 

・会員企業の環境保全技術等の情報収集 

・会員企業および発注者への情報提供 

【実施内容】 

・ 会員企業が2010年 3月までに開発した環境保全、自然再生および環境創造に関する技術・

手法を追加収集。 

・ 新規事例 29 件、更新 38 件、収録取りやめ要望があった 27 件を整理し、全 645 件の事例を

『環境保全の技術・手法に関する事例集2010年度版』として取りまとめ、会員企業、主な発注

機関に提供。 

・ 土工協ホームページ上で土木、建築の別、取り組みの別を検索可能な事例集を公開。 

・ 新日建連ホームページ上で公開準備中。 

 

（環境保全の技術・手法に関する事例の内容） 
 土木に関する技術 建築に関する技術 共通技術 

種別 環境保全 自然再生/
環境創造 

環境保全 自然再生/
環境創造 

環境保全 自然再生/
環境創造 

件数 ３７４ ２０７ ９８ ４５ １６９ ７６ 

(注)種別は複数回答のため回答総数とは異なっている。 

 

 

・ 作業所において、環境保全についての取り組みを準備、実施する際の参考とするための事

例集『環境に関する作業所の取り組み事例集（仮称）』を作成するために、会員会社が作業

所において行っている環境保全に関する取り組み事例を収集（土木・建築工事別、地球温暖

化、大気汚染、水質汚濁等 35 種類の環境影響項目別に 97 事例）。 
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②関連業界との情報交換の実施 

・関連業界との環境保全技術等に関する情報交換 

【実施内容】 

・ 『環境保全の技術・手法に関する事例集』を用い、情報提供。 

 

 

③一般社会へのＰＲ活動の促進 

・環境保全技術等に関する一般社会向け小冊子の作成 

・市民見学会での配布、ホームページへの掲載等 

【実施内容】 

・ 会員企業により開発、保有されている環境保全に関連する技術を広く一般に紹介するため、

2007 年 3月に作成したパンフレット『土木技術で環境を守る、創る』を 2010 年度も引き続き増

刷し、「100 万人の市民現場見学会」等で配布（2011 年 8 月末現在 23,000 部配布）。 

・ パンフレット『土木技術で環境を守る、創る』を土工協ホームページに掲載、紹介。 

・ 新日建連ホームページ上で公開準備中。 

  


